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調査の結果，衰Ⅰ－1のような資料がえられ  

たが，集計日程の関係で，集計対象から若干も   

れた資料がある。また，各社別集計や項目別集  

計においても若干もれもあるが，統計的に問題  

はなh。また，専務部職員および船医は7人に  

すぎず，職名別集計対象から除外した。  

A ま えがき  

1．調査研究の趣旨  

海上輸送の技術革新は，船員労働にかずかず   

の影響をおよぼしてきた。それは，いまヤ船員   

の社会行動の決定にあたってかなカ大きな要因   

となっているものと思われる。そこで，船員に   

技術革新に関する多面的な質問をおこなh，船  

員の技術革新への態度と態度形成について調査  

研究し，もって海運労使関係や船員労務管理を   

改善していくにあたっての資料とした。   

表Ⅰ－1 調査資料結果  

船員 総  
社名   数  

A        回 率   

A社  4，133  7  255  7  204  80．0  198  0．048   

B社  4，491  8  288  7  210  72．3  208  0．046   

C社  3，231  7  252  7  214  ．80．5  207  0｛）64   

D杜  3229  ．7  256  6  186  72．7  181  0．056   

E社  2．569  7  274  7  21う  78．5  212  0．086   

F社  2，061  7  277  5  164  592  1う2  0．074   

-t 合計  19，714  Jl・602   39  1ユ93  74．う  面 1ユ62  0二059   

2．調査対象  

質問紙法をもちい，その調査対象として，中  

核6社にそれぞれ所属する下記の船舶の乗組員   

的1，600人をえらんだ。これによカ，船員の   

職種，年令， 配乗，定員をはじめ，自動化船や   

在来船，船種や船型川こよる影響を平均化して，   

サンづルのかたよカをふせいだ。  

注1）集計数合計のうち，コンテナ船乗組員  
および同経験者は，2 60人  

B 技術革新の意義について  

叫経営的意味のとらえ方－   3，調査方法  

各社委員において，調査対象船を選定し，海  海運経営の自主性と責任のもとでおこなって   

上労研よカ船長宛に，各社海務部長の添状とと  ぃるとはいえ，技術革新は海運経営にとって内   

もに質問紙を一括郵送した。配付と回収は，船  的輩請であるばかカでなく，外的強制としてお  
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